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若者と地域の持続的な関係づくりを促進する
「若者ふるさと住⺠制度」の研究と開発

③周知⽅法における参加割合
奨学⾦受給者に対してメールまたは⽂書送付（実家または⾃宅）
メール＜⽂書（実家）＜⽂書（⾃宅）
④予備調査から得られる⽰唆
・単発的な関わりを繰り返すのではなく、持続的な仕組み（ふる
さとを築く）を設計し関係⼈⼝を創出することが必要（地域と離
れた年数を重ねるほど希薄化）

4）研究デザイン

5）本調査
【ひがしかわ若者ふるさと住⺠制度の研究と開発】
⾣研究対象者
「ひがしかわ若者ふるさと住⺠制度」登録者かつ「ふるさと住⺠
アクションプログラム」参加者 5名程度を想定
⾣調査対象期間
2025年9⽉〜2025年11⽉の期間中3回程度のプログラム実施
⾣調査内容
「ふるさと住⺠アクションプログラム」を通じて、若者と地域の
持続的な関係づくりに関する効果を測定
①住⺠活動に関連する調査
（事前・事後での⽐較）
②質問紙調査および半構造化インタビュー
（事後調査）
⾣検証⽅法【アクションリサーチ】
質問紙調査、半構造化インタビュー、参与観察
⾣その他
「ひがしかわ若者ふるさと住⺠」アプリの構築（9⽉リリース）
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1）研究背景・⽬的
【研究背景】
①都市化によって地⽅の少⼦化進⾏およびふるさとの希薄化によ
る若者が地⽅と接点を持つ機会の減少（東京⼀極集中の是正）
②コロナ禍で⼀時は東京都は転出超過となったが2024年度再び
東京の転⼊超過が加速化していること
③都市圏以外の地⽅エリアを活性化させるために、何らかの⽅法
で関わったり貢献したりといったことに興味がある若者が調査対
象者の51%存在していること３
④持続可能なまちづくりには持続可能な関係⼈⼝が求められてい
ること
【研究⽬的】
若者と地域の持続的な関係性を構築する媒体として「若
者ふるさと住⺠制度」を開発し、その導⼊の効果を測
定、若者がふるさとを築き、持続的な関わり⽅の⽅法に
ついて検討、明らかにする。
【研究フィールド】
写真⽂化⾸都「写真の町」東川町（北海道）
筆者が東川町地域おこし研究員として2022年5⽉から活動中
【キーワード】
＃ふるさと ＃関係⼈⼝ ＃持続性 ＃仲間
※本研究における若者とは⾼校⽣以上30歳以下とする。

2）先⾏研究および考え⽅
⾣「関係⼈⼝」を中⼼とした循環型の⼈材交流が促進されること
で、様々な地域と⼈が結びつき、新しい関係が⽣まれていく。１
⾣「離れていても、関係を持ち、役に⽴ってもらえればそれでい
い。仲間でいることがゴール」２
⾣関係⼈⼝の形成に⼤きな役割を担っているのが若者世代
⾣地⽅の⼈⼝減少の最⼤要因は若年層の流出にあり、地⽅から⼤
都市に流出する若者の流れを変えること。７
⾣地元友⼈とのコンタクトの機会づくり、地元のお祭りや伝統⾏
事等への参画の機会づくりがUターンの可能性を⽰唆している。４
⾣Uターン者が地域で活動する様⼦をSNSで発信していくことも
可能性がある。６

3）予備調査
【学⽣連携事業の検討と実践】
⾣予備調査における先⾏研究
地域活動もしくはボランティア活動に参加する若者の割合は3割
弱に留まる。しかし、参加しない理由は、活動に関⼼がないので
はなく、参加の仕⽅がわからないからである。５
⾣事業の実施
制度名称 学⽣連携事業
実施期間 2023年4⽉〜2025年3⽉（計10回実施）
内 容 東川町が企画・運営・参画しているイベントへの協⼒

依頼など
対 象 東川町出⾝者（町独⾃の奨学⾦受給者）および東川町

にゆかりのある⼈
検証内容 参加者の動機、属性、周知⽅法における参加割合の変

化、制度需要の測定
検証⽅法 インタビュー調査、アンケート調査
結 果 地域との関わり⽅についてポジティブな考え⽅が多く

上げられた
実施主体 写真⽂化⾸都「写真の町」東川町（経済振興課）
①参加者の動機
・奨学⾦を受給していたことからふるさとに恩返しをしたかった
・東川町出⾝ではないが、出⾝の友達に誘われ参加した
・恩返しをしたいと思っていたが、きっかけがなく困っていた
・町から送付された案内を⾒て参加したいと思った
②属性（累計）
⼤学⽣の属性は学年が上がるにつれて参加者
数が減少している。地域と離れる年数が経つ
ほど関わりが薄くなることが確認できる。

「継続の促進要因として⼈間関係の形成や利他⼼の強さが、阻
害要因として活動内容が活動前に⼗分に想起されていないこと
が⽰唆された。」８

「ふるさと」とは、⼦どもから⼤⼈になる途中で、⼦どもなが
らに全⼒傾注で創造的⾏為を⾏い、それをいくつか達成した、
そういう成功体験が累積した場所だから、「ふるさと」になっ
たのだ11
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